
営業秘密管理規程

株式会社●
第１章　総則

第１条（目的）

　この規程は，営業秘密の管理に関して必要な事項を定め，もって営業秘密の適正な管理及び活用を図ることを目的とする。

第２条（適用範囲）

　この規程は，役員及び従業員（以下「従業者等」という。）に適用されるものとする。

第３条（定義）

この規程において各用語の定義は，次に定めるところによる。

　①　「営業秘密」とは，秘密として管理されている生産方法，販売方法その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報であって，公然と知られていないもののうち，第７条第１項により指定されたものをいう。

　②　「文書等」とは，文書，図画，写真，図書，磁気テープ，ＣＤ—ＲＯＭ，ＤＶＤ，ハードディスクドライブその他情報を記載又は記録するものをいう。
　③　「電子化情報」とは，磁気テープ，ＣＤ—ＲＯＭ，ＤＶＤ，ハードディスクドライブその他の電子媒体に電磁的に記録された情報であって，情報システムによって処理が可能な形態にあるものをいう。

　④　「物件」とは，物品，製品，設備その他文書等以外のものをいう。

第４条（営業秘密の等級）

　営業秘密として管理するため，次のとおり営業秘密等級を設ける。

　①　極秘　　　これを他に漏らすことにより会社が極めて重大な損失若しくは不利益を受ける，又はそのおそれがある営業秘密であり，原則として指定された者以外には開示してはならないもの。

　②　秘　　　　極秘ではないが，これを他に漏らすことにより会社が重大な損失若しくは不利益を受ける，又はそのおそれのある営業秘密であり，原則として業務上の取扱部門以外には開示してはならないもの。

　③　社外秘　　極秘，秘以外の営業秘密であり，原則として社内の者以外には開示してはならないもの。

第２章　営業秘密の管理体制

第５条（管理責任者）

１　会社の営業秘密の管理を統括するため，営業秘密管理統括責任者（以下「統括責任者」という。）を置く。統括責任者は，役員の中から取締役会の指名により決定する。

２　各部門長及び各部門内の業務分掌単位の長は，それぞれ営業秘密管理責任者（以下「管理責任者」という。）として，本規程に定めるところにより，所管する部門・業務分掌単位における営業秘密の管理の任にあたる。

第６条（営業秘密管理委員会）
１　本規程の改定並びに営業秘密管理基準（以下「管理基準」という。）の策定及び改定を行うため，営業秘密管理委員会（以下「委員会」という。）を設ける。

２　委員会は，統括責任者を委員長とし，各部門の長を委員とする。

３　委員会は，第１４条に定める監査結果を受け，本規程及び管理基準の改定の必要性について検討を行い，その結果を踏まえて必要な措置を講じるものとする。

第７条（指定）

１　管理責任者は，別途定めるところにより，会社が保有する情報について，営業秘密として指定するとともにその営業秘密等級を指定し，その秘密保持期間及びアクセスすることができる者（以下「アクセス権者」という。）の範囲を指定するものとする。

２　管理責任者は，前項により指定された情報を含む文書等，電子化情報及び物件に，別途定める朱印を営業秘密等級に従って押捺する，営業秘密等級を示すデータを組み込む，パスワードを設定するなど適切な方法で，営業秘密である旨を明示する。

３　管理責任者は，第１項により指定された情報について，日時の経過等により秘密性が低くなり，又は秘密性がなくなった場合においては，その都度，営業秘密等級の変更又は営業秘密指定の解除を行うものとする。

第３条　従業者等

第９条（申告）

　従業者等は，業務の過程で営業秘密として指定された情報の範囲に含まれるものを取得し，又は創出した場合は，遅滞なくその内容を管理責任者に申告するものとし，管理責任者は第７条第１項に従い営業秘密を指定するものとする。

第１０条（秘密保持義務）

１　従業者等は，管理責任者の許可なく，営業秘密をアクセス権者以外の者に開示してはならない。

２　従業者等は，管理責任者の許可なく，営業秘密を指定された業務以外の目的で使用してはならない。

第１１条（誓約書）

１　管理責任者は，別途定める様式により秘密保持の誓約書を従業者等に提出させるものとする。
２　入社前に他の職場において第三者の営業秘密に接していたと判断される従業者等は，配属先の管理責任者が必要と認めるときは，当該第三者の営業秘密を侵害することを予防するため，入社時に管理責任者又は統括責任者による面接を受け，個別の誓約書を提出するものとする。
第１２条（退職者）

１　従業者等は，その身分を失った後においても，前条第１項に定める秘密保持義務を遵守しなければならない。

２　管理責任者（管理責任者が退職する場合においては，「統括責任者」と読み替えるものとする。以下この条において同じ。）は，従業者等が退職する際，当該従業者等が在職中に知り得た営業秘密を特定するなど，当該従業者等が負う秘密保持義務等の内容を確認するものとする。

３　従業者等は，退職時に，文書等又は物件を社外に持ち出してはならず，また自己の保管する文書等又は物件をすべて会社に返還しなければならない。

４　従業者等は，退職時に，自己の文書等に記録等された営業秘密を消去するとともに，消去した旨の誓約書（自己の文書等に営業秘密が記録等されていないときは，その旨の誓約書）を管理責任者に提出しなければならない。

５　従業者等は，退職後において，前二項に定める文書等，物件，又は営業秘密のうちで，過失により返還又は消去していないものを発見した場合には，速やかに前二項に定める措置を講じるものとする。
６　在職中，退職後を問わず，会社の秘密情報を漏らしまたは会社の利益を不当に害する競業行為を行ったことが判明した場合には，退職金を全額不支給とする。ただし，情状に応じ退職金の一部を支給することがある。
７　前項の場合においてすでに退職金を支払っているときは，退職した従業員はその退職金の全部または一部を会社に返還しなければならない。
第１３条（教育）

　管理責任者は，従業者等に対してこの規程及び管理基準の内容を周知徹底させるため適切な教育を行い，従業者等の営業秘密保護意識の高揚，維持に努めるものとする。　

第１４条（監査）

　管理責任者は，この規程及び管理基準に基づく秘密管理水準を確保するため，所管する部門・業務分掌単位における監査を行い，その結果を統括責任者に報告するものとする。

第４章　社外対応

第１５条（営業秘密の開示を伴う契約等）

　人材派遣会社，委託加工業者，請負業者等の第三者に対し，会社の業務にかかる製造委託，業務委託等をする場合，実施許諾，共同開発その他の営業秘密の開示を伴う取引等を行う場合，当該会社との契約において相手方に秘密保持義務を課すほか，秘密保持に十分留意するものとする。

第１６条（第三者の秘密情報の取扱い）

１　従業者等は，第三者から情報の開示を受ける場合，当該情報が秘密情報か否か，また秘密情報であるときは，当該秘密情報の開示につき，当該第三者が正当な権限を有することの確認をしなければならない。

２　前項に定める場合において，従業者等は，当該第三者が正当な権限を有しないとき又は正当な権限を有するか否かにつき疑義のあるときには，当該情報の開示を受けてはならない。

３　第１項により開示を受ける秘密情報については，当該第三者との間で，その使用又は開示に関して会社が受ける制約条件を明確にしなければならない。

４　第１項により開示を受けた秘密情報を使用又は開示する場合は，前項の会社が受ける制約条件に従うものとし，当該秘密情報は会社の営業秘密と同等に取り扱うものとする。

第１７条（外来者・見学）

　事業場長は，必要に応じ，統括責任者の同意を得て，外来者への対応，施設の見学等に関する運用手続（秘密保持契約の締結，立入禁止区域の設定その他の秘密保持のための措置に関する記載を含む。）を定めるものとする。

第５章　雑則

第１８条（罰則）

　従業者等が故意又は重大な過失により，この規程に違反し，就業規則に定める各種懲戒に該当する場合は，同規則により措置される。
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